
第３四半期報告書

 本書は、ＥＤＩＮＥＴ（Electronic Disclosure for Investors' NETwork）システ
ムを利用して金融庁に提出した第３四半期報告書の記載事項を、紙媒体と
して作成したものであります。

トーカロ株式会社 
 
(E01443)

3433/2010年



目        次 

【表紙】・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  1 

  第一部 【企業情報】 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  2 

    第１ 【企業の概況】 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  2 

        １ 【主要な経営指標等の推移】 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  2 

        ２ 【事業の内容】 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  3 

        ３ 【関係会社の状況】 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  3 

        ４ 【従業員の状況】 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  3 

    第２ 【事業の状況】 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  4 

        １ 【生産、受注及び販売の状況】 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  4 

        ２ 【事業等のリスク】 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  6 

        ３ 【経営上の重要な契約等】 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  6 

        ４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】 ・・・・・・・・・・・・  6 

    第３ 【設備の状況】 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  8 

    第４ 【提出会社の状況】 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  9 

        １ 【株式等の状況】 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  9 

          （１） 【株式の総数等】 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  9 

            ① 【株式の総数】 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  9 

            ② 【発行済株式】 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  9 

          （２） 【新株予約権等の状況】 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  9 

          （３） 【ライツプランの内容】 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  9 

          （４） 【発行済株式総数、資本金等の推移】 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  9 

          （５） 【大株主の状況】 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  9 

          （６） 【議決権の状況】 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 10 

            ① 【発行済株式】 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 10 

            ② 【自己株式等】 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 10 

        ２ 【株価の推移】 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 10 

           【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 ・・・・・・・・・・・・・・・・ 10 

        ３ 【役員の状況】 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 10 

    第５ 【経理の状況】 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 11 

        １ 【四半期連結財務諸表】 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 12 

          （１） 【四半期連結貸借対照表】 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 12 

          （２） 【四半期連結損益計算書】 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 14 

           【第３四半期連結累計期間】 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 14 

           【第３四半期連結会計期間】 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 15 

          （３） 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 16 

3433/2010年



           【表示方法の変更】 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 17 

           【簡便な会計処理】 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 17 

           【注記事項】 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 18 

           【事業の種類別セグメント情報】 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 20 

           【所在地別セグメント情報】 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 20 

           【海外売上高】 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 20 

        ２ 【その他】 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 21 

  第二部 【提出会社の保証会社等の情報】 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 22 

レビュー報告書  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 巻末 

3433/2010年



 
  

 
【表紙】  

【提出書類】 四半期報告書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の７第１項 

【提出先】 近畿財務局長 

【提出日】 平成22年２月12日 

【四半期会計期間】 第59期第３四半期(自 平成21年10月１日 至 平成21年12月31日) 

【会社名】 トーカロ株式会社 

【英訳名】 TOCALO Co.,Ltd. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長   町垣 和夫 

【本店の所在の場所】 神戸市東灘区深江北町四丁目13番４号 

【電話番号】 078－411－5561(代表) 

【事務連絡者氏名】 取締役管理本部長   木村 一郎 

【最寄りの連絡場所】 神戸市東灘区深江北町四丁目13番４号 

【電話番号】 078－411－5561(代表) 

【事務連絡者氏名】 取締役管理本部長   木村 一郎 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

 (東京都中央区日本橋兜町２番１号) 

3433/2010年-1-



第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

連結経営指標等 
  

 
(注) １  売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２  潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、潜在株式がないため、記載しておりません。 

  

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第58期 
第３四半期 
連結累計期間

第59期 
第３四半期 
連結累計期間

第58期 
第３四半期 
連結会計期間

第59期 
第３四半期 
連結会計期間

第58期

会計期間

自  平成20年 
    ４月１日 
至  平成20年 
    12月31日

自 平成21年 
    ４月１日 
至  平成21年 
    12月31日

自 平成20年 
    10月１日 
至  平成20年 
    12月31日

自 平成21年 
    10月１日 
至  平成21年 
    12月31日

自  平成20年 
    ４月１日 
至  平成21年 
    ３月31日

売上高 (千円) 17,925,126 13,157,160 5,887,684 4,912,110 22,582,756 

経常利益 (千円) 2,792,519 1,392,321 886,900 942,141 2,708,152 

四半期(当期)純利益 (千円) 1,592,665 829,713 461,009 607,888 1,470,182 

純資産額 (千円) ― ― 17,657,915 17,377,688 17,055,489 

総資産額 (千円) ― ― 28,053,953 24,426,002 25,679,539 

１株当たり純資産額 (円) ― ― 1,159.85 1,143.33 1,122.13 

１株当たり四半期(当期) 
純利益 (円) 102.82 54.59 29.90 39.99 95.35 

潜在株式調整後１株当た 
り四半期(当期)純利益 (円) ─ ─ ─ ─ ─ 

自己資本比率 (％) ― ― 62.9 71.1 66.4 

営業活動による 
キャッシュ・フロー (千円) 2,389,422 1,523,492 ― ― 4,168,189 

投資活動による 
キャッシュ・フロー (千円) △ 954,161 △ 1,246,625 ― ― △ 1,623,559 

財務活動による 
キャッシュ・フロー (千円) △ 553,403 △ 1,494,459 ― ― △ 1,007,482 

現金及び現金同等物の 
四半期末(期末)残高 (千円) ― ― 3,421,725 2,859,564 4,077,569 

従業員数 (名) ― ― 568 576 567 
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当第３四半期連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれている事

業の内容に重要な変更はありません。 

また、主要な関係会社についても異動はありません。 

  

当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

(1) 連結会社の状況 
平成21年12月31日現在 

 
(注) １  従業員数は就業人員数であります。 

２  従業員数欄の(   )内には、臨時従業員の当第３四半期連結会計期間の平均雇用人員数を外数で記載してお
ります。 

３  臨時従業員には、パートタイマー及び嘱託契約の従業員を含み、派遣社員は除いております。 
４  当第３四半期連結会計期間において、臨時従業員数が増加しておりますが、その主な理由は、溶射加工部門
等で、人材派遣契約の終了に伴い、派遣社員の一部を直接雇用に切り替えたことによるものであります。 

  

(2) 提出会社の状況 
平成21年12月31日現在 

 
(注) １  従業員数は就業人員数であります。 

２  従業員数欄の(   )内には、臨時従業員の当第３四半期会計期間の平均雇用人員数を外数で記載しておりま
す。 

３  臨時従業員には、パートタイマー及び嘱託契約の従業員を含み、派遣社員は除いております。 
４  当第３四半期会計期間において、臨時従業員数が増加しておりますが、その主な理由は、人材派遣契約の終
了に伴い、派遣社員の一部を直接雇用に切り替えたことによるものであります。 

  

２ 【事業の内容】

３ 【関係会社の状況】

４ 【従業員の状況】

従業員数(名) 576 
(208) 

従業員数(名) 495 
(154) 
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第２ 【事業の状況】 

(1) 生産実績 
当第３四半期連結会計期間における生産実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

  

 (注)  上記の金額は、販売価格(税抜き)によっております。 

  

(2) 受注状況 
当第３四半期連結会計期間における受注状況を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

  
(受注高) 

 
(注)  上記の金額は、販売価格(税抜き)によっております。 

  

１ 【生産、受注及び販売の状況】

部  門
(自 平成20年10月１日 
至 平成20年12月31日) 

前第３四半期連結会計期間
(自 平成21年10月１日 
至 平成21年12月31日) 

当第３四半期連結会計期間
前年同四半期比

生産高(千円) 生産高(千円) 金額(千円) 増減率 
(％)

溶射加工  4,932,810  4,114,320 △ 818,489 △ 16.6 

半導体・液晶製造用部品
への加工 1,622,801  1,482,405  △ 140,395 △ 8.7 

産業機械用部品への加工 1,267,705  1,109,853  △ 157,852 △ 12.5 

鉄鋼用設備部品への加工 887,918  621,108  △ 266,810 △ 30.0 

その他 1,154,384  900,954  △ 253,430 △ 22.0 

ＴＤ処理加工 203,029 176,455 △ 26,573 △ 13.1 

ＺＡＣコーティング加工 168,212 161,554 △ 6,657 △ 4.0 

ＰＴＡ処理加工 135,671 154,813 19,141 ＋ 14.1 

ＰＶＤ処理加工 447,961 304,966 △ 142,994 △ 31.9 

合  計 5,887,684 4,912,110 △ 975,573 △ 16.6 

部  門
(自 平成20年10月１日 
至 平成20年12月31日) 

前第３四半期連結会計期間
(自 平成21年10月１日 
至 平成21年12月31日) 

当第３四半期連結会計期間
前年同四半期比

受注高(千円) 受注高(千円) 金額(千円) 増減率 
(％)

溶射加工  4,821,580  4,323,877 △ 497,703 △ 10.3 

半導体・液晶製造用部品
への加工 1,461,131  1,568,423  107,291 ＋ 7.3 

産業機械用部品への加工 1,302,295  1,125,425  △ 176,869 △ 13.6 

鉄鋼用設備部品への加工 834,750  607,505  △ 227,244 △ 27.2 

その他 1,223,403  1,022,522  △ 200,880 △ 16.4 

ＴＤ処理加工 197,173 182,401 △ 14,772 △ 7.5 

ＺＡＣコーティング加工 144,849 190,086 45,236 ＋ 31.2 

ＰＴＡ処理加工 146,477 87,461 △ 59,015 △ 40.3 

ＰＶＤ処理加工 437,402 305,385 △ 132,016 △ 30.2 

合  計 5,747,482 5,089,211 △ 658,271 △ 11.5 
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(受注残高) 

 
(注)  上記の金額は、販売価格(税抜き)によっております。 

  

(3) 販売実績 
当第３四半期連結会計期間における販売実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

  

 
(注) １  主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合 

 
２  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

部  門 (平成20年12月31日) 

前第３四半期 
連結会計期間末

(平成21年12月31日) 

当第３四半期 
連結会計期間末 前年同四半期比

受注残高(千円) 受注残高(千円) 金額(千円) 増減率 
(％)

溶射加工  1,890,133  1,340,773 △ 549,360 △ 29.1 

半導体・液晶製造用部品
への加工 479,490  491,326  11,836 ＋ 2.5 

産業機械用部品への加工 370,447  289,087  △ 81,359 △ 22.0 

鉄鋼用設備部品への加工 552,757  242,435  △ 310,322 △ 56.1 

その他 487,438  317,923  △ 169,515 △ 34.8 

ＴＤ処理加工 25,261 17,406 △ 7,855 △ 31.1 

ＺＡＣコーティング加工 71,226 88,574 17,347 ＋ 24.4 

ＰＴＡ処理加工 139,843 89,095 △ 50,748 △ 36.3 

ＰＶＤ処理加工 9,244 13,838 4,594 ＋ 49.7 

合  計 2,135,710 1,549,688 △ 586,021 △ 27.4 

部  門
(自 平成20年10月１日 
至 平成20年12月31日) 

前第３四半期連結会計期間
(自 平成21年10月１日 
至 平成21年12月31日) 

当第３四半期連結会計期間
前年同四半期比

販売高(千円) 販売高(千円) 金額(千円) 増減率 
(％)

溶射加工  4,932,810  4,114,320 △ 818,489 △ 16.6 

半導体・液晶製造用部品
への加工 1,622,801  1,482,405  △ 140,395 △ 8.7 

産業機械用部品への加工 1,267,705  1,109,853  △ 157,852 △ 12.5 

鉄鋼用設備部品への加工 887,918  621,108  △ 266,810 △ 30.0 

その他 1,154,384  900,954  △ 253,430 △ 22.0 

ＴＤ処理加工 203,029 176,455 △ 26,573 △ 13.1 

ＺＡＣコーティング加工 168,212 161,554 △ 6,657 △ 4.0 

ＰＴＡ処理加工 135,671 154,813 19,141 ＋ 14.1 

ＰＶＤ処理加工 447,961 304,966 △ 142,994 △ 31.9 

合  計 5,887,684 4,912,110 △ 975,573 △ 16.6 

 

相手先
前第３四半期連結会計期間 当第３四半期連結会計期間

販売高(千円) 割合(％) 販売高(千円) 割合(％)

東京エレクトロンＡＴ㈱ 1,021,403 17.3 1,056,822 21.5 
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当第３四半期連結会計期間における、本四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事

項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生、または前事業年度の有価証券報

告書に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。 

なお、重要事象等は存在しておりません。 

  

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

  

  
文中の将来に関する事項は、本四半期報告書提出日現在において当社グループ(当社及び連結子会社)が

判断したものであります。 
  
(1) 経営成績の分析 

当第３四半期連結会計期間(平成21年10月１日から平成21年12月31日まで)におけるわが国経済につい

ては、リーマン・ショック後の世界的な金融危機に対処するため、日・米・欧はじめ主要各国が実施し

た大規模な景気対策による世界経済の回復基調をうけ、昨年12月の輸出額が15ヶ月ぶりに前年比で増加

するなど、輸出・生産の増加から企業収益の悪化には歯止めがかかり改善しつつあります。一方、厳し

い雇用情勢のなか、景気対策の効果が未知数であること、物価からみても緩やかなデフレ状況にあるこ

と等から、実体経済は依然として先行き不透明な状況にあります。企業収益の改善が設備投資や雇用拡

大に波及するまでには時間を要するとみられ、先行きについては、なお厳しい事業環境が続くと見込ま

れます。 

その中にあって、当社の主要部門である半導体・液晶製造装置業界では、半導体価格の上昇や内外の

景気刺激策を受けての液晶パネル需要の増加などから、回復傾向にあります。その他産業界は、依然と

して厳しい業績を反映して引き続き設備投資を圧縮しており、需要低迷が継続しております。 

このような状況のもと、当第３四半期連結会計期間における当社グループの売上高は、前年同四半期

比９億75百万円(16.6％)減の49億12百万円となりました。溶射加工部門につきましては、鉄鋼分野向け

の売上が落ち込み、半導体・液晶分野向けの売上においても液晶関連が低迷したことから、当部門の売

上高は前年同四半期比８億18百万円(16.6％)減の41億14百万円となりました。また、自動車関連業界の

需要落ち込みの影響を受けたＰＶＤ処理加工が大きく減少したことなどにより、その他の周辺加工部門

の売上高は、前年同四半期比１億57百万円(16.5％)減の７億97百万円となりました。 

収益面につきましては、全社あげてのコスト削減に努めたことなどから、営業利益は前年同四半期比

６百万円(0.8％)増の８億71百万円、経常利益は前年同四半期比55百万円(6.2％)増の９億42百万円、四

半期純利益は前年同四半期比１億46百万円(31.9％)増の６億７百万円となりました。 

  

２ 【事業等のリスク】

３ 【経営上の重要な契約等】

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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(2) 財政状態の分析 

当第３四半期連結会計期間末における総資産は244億26百万円となり、前連結会計年度末に比べ12億

53百万円減少いたしました。これは主に、現金及び預金の減少などで流動資産が６億71百万円減少し、

機械装置及び運搬具等の有形固定資産の減少などで固定資産が５億82百万円減少したことによるもので

あります。 

一方、負債は70億48百万円と前連結会計年度末比15億75百万円減少いたしました。これは主に、短期

借入金、賞与引当金等の減少などで流動負債が９億79百万円減少し、長期借入金の減少などで固定負債

が５億95百万円減少したことによるものであります。 

また、当第３四半期連結会計期間末における純資産は173億77百万円と前連結会計年度末比３億22百

万円増加いたしました。これは主に、剰余金の配当５億31百万円、当第３四半期連結累計期間における

四半期純利益の計上８億29百万円により、利益剰余金が２億97百万円増加したことによるものでありま

す。この結果、当第３四半期連結会計期間末の１株当たり純資産額は1,143円33銭(前連結会計年度末比

21円20銭の増加)、自己資本比率は71.1％(前連結会計年度末比4.7ポイントの上昇)となりました。 

  

(3) キャッシュ・フローの状況 

当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物(以下「資金」という)は、第２四半期連結

会計期間末に比べ94百万円増加し、28億59百万円となりました。なお、当第３四半期連結会計期間にお

ける各活動別のキャッシュ・フローの状況は、以下のとおりであります。 

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

当第３四半期連結会計期間における営業活動の結果得られた資金は、前年同四半期比78百万円

(15.7％)増の５億74百万円となりました。なお、収入の主な内訳は、税金等調整前四半期純利益９億

38百万円、減価償却費５億６百万円、仕入債務の増加額３億83百万円、未払費用の増加額１億88百万

円であり、支出の主な内訳は、売上債権の増加額８億77百万円、法人税等の支払額５億61百万円であ

ります。 

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

当第３四半期連結会計期間における投資活動の結果使用した資金は、前年同四半期比１億69百万円

(62.8％)減の１億０百万円となりました。これは主に、有形固定資産の取得による支出１億４百万円

によるものであります。 

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

当第３四半期連結会計期間における財務活動の結果使用した資金は、３億79百万円(前第３四半期

連結会計期間は７億97百万円の獲得)となりました。なお、支出の主な内訳は、配当金の支払額１億

87百万円、長期借入金の返済による支出１億56百万円であります。 

  

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第３四半期連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更

及び新たに生じた課題はありません。 

  

(5) 研究開発活動 

当第３四半期連結会計期間の研究開発費の総額は134,844千円であります。 
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第３ 【設備の状況】 

(1) 主要な設備の状況 

当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

(2) 設備の新設、除却等の計画 

当第３四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。 
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第４ 【提出会社の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 
  

 
  

② 【発行済株式】 
  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 
  

 
  

(5) 【大株主の状況】 

当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりません。 

なお、インベスコ投信投資顧問株式会社から平成22年１月７日付の大量保有報告書(変更報告書)の写

しの送付があり、平成21年12月31日現在で以下のとおり株式を保有している旨の報告を受けております

が、当社として当第３四半期会計期間末の実質所有株式数の確認ができておりません。 

 
  

１ 【株式等の状況】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 40,960,000 

計 40,960,000 

種類
第３四半期会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成21年12月31日)

提出日現在発行数(株) 
(平成22年２月12日)

上場金融商品取引所名 
又は登録認可金融商品 
取引業協会名

内容

普通株式 15,800,000 15,800,000 東京証券取引所 
(市場第一部)

単元株式数は100株であ
ります。 

計 15,800,000 15,800,000 ― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(株)

発行済株式 
総数残高 
(株)

資本金増減額 
  

(千円)

資本金残高 
  

(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円)

資本準備金 
残高 
(千円)

平成21年12月31日 ─ 15,800,000 ─ 2,658,823 ─ 2,292,454 

 

氏名又は名称 住所 保有株券等 
の数(千株)

株券等保有割合 
(％)

インベスコ投信投資顧問株式会社 東京都港区虎ノ門四丁目３番１号 527 3.34 
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(6) 【議決権の状況】 

当第３四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できないた

め、記載することができないことから、直前の基準日(平成21年９月30日)に基づく株主名簿による記載

をしております。 

① 【発行済株式】 
平成21年９月30日現在 

 
(注) １  単元未満株式数には当社所有の自己株式19株が含まれております。 

２  「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が4,400株(議決権44個)含ま
れております。 

  

② 【自己株式等】 
平成21年９月30日現在 

 
  

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 
  

 
(注)  株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

前事業年度の有価証券報告書提出日後、本四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) (自己保有株式) 

 普通株式 600,800 ― ―

完全議決権株式(その他)  
 

普通株式 15,197,500
 

151,975 ―

単元未満株式  
 

普通株式 1,700
 

― ―

発行済株式総数 15,800,000 ― ―

総株主の議決権 ― 151,975 ―

所有者の氏名 
又は名称 所有者の住所

自己名義 
所有株式数 
(株)

他人名義 
所有株式数 
(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式総数 
に対する所有 
株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
トーカロ株式会社 

神戸市東灘区深江北町 
４－13－４ 600,800 ― 600,800 3.80 

計 ― 600,800 ― 600,800 3.80 

２ 【株価の推移】

月別
平成21年 

４月

 

５月

 

６月

 

７月

 

８月

 

９月

 

10月

 

11月

 

12月

最高(円) 1,150 1,347 1,425 1,807 1,745 1,692 1,714 1,463 1,555 

最低(円) 890 985 1,251 1,187 1,465 1,561 1,468 1,178 1,225 

３ 【役員の状況】

3433/2010年-10-



第５ 【経理の状況】 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成

19年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前第３四半期連結会計期間(平成20年10月１日から平成20年12月31日まで)及び前第３四半期連結

累計期間(平成20年４月１日から平成20年12月31日まで)は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、

当第３四半期連結会計期間(平成21年10月１日から平成21年12月31日まで)及び当第３四半期連結累計期間

(平成21年４月１日から平成21年12月31日まで)は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成して

おります。 

  

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間(平成20年10月

１日から平成20年12月31日まで)及び前第３四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20年12月31日

まで)に係る四半期連結財務諸表並びに当第３四半期連結会計期間(平成21年10月１日から平成21年12月31

日まで)及び当第３四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21年12月31日まで)に係る四半期連結

財務諸表について、新日本有限責任監査法人により四半期レビューを受けております。 

  

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

２  監査証明について
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１【四半期連結財務諸表】 
(1)【四半期連結貸借対照表】 

（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末 
(平成21年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年３月31日) 

資産の部   
流動資産   
現金及び預金 3,359,564 4,077,569 
受取手形及び売掛金 ※３  6,963,011 6,785,497 
仕掛品 314,759 276,840 
原材料及び貯蔵品 687,938 881,295 
その他 508,087 483,382 
貸倒引当金 △6,189 △6,280 

流動資産合計 11,827,171 12,498,305 
固定資産   
有形固定資産   
建物及び構築物（純額） 4,955,375 4,558,233 
機械装置及び運搬具（純額） 2,697,631 3,379,811 
土地 2,952,041 2,952,041 
その他（純額） 710,905 997,192 

有形固定資産合計 ※１  11,315,954 ※１  11,887,280 

無形固定資産   
のれん － 49,113 
その他 370,814 374,006 
無形固定資産合計 370,814 423,120 

投資その他の資産 912,061 870,833 
固定資産合計 12,598,830 13,181,233 

資産合計 24,426,002 25,679,539 
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（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末 
(平成21年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年３月31日) 

負債の部   
流動負債   
支払手形及び買掛金 ※３  2,168,419 2,293,652 
短期借入金 ※４  － ※４  400,000 

1年内返済予定の長期借入金 772,400 626,400 
未払法人税等 8,545 234,357 
賞与引当金 270,625 546,178 
その他 ※３  1,707,328 1,806,676 

流動負債合計 4,927,319 5,907,264 
固定負債   
長期借入金 666,400 1,282,200 
退職給付引当金 898,255 1,037,109 
その他 556,339 397,474 
固定負債合計 2,120,994 2,716,784 

負債合計 7,048,313 8,624,049 
純資産の部   
株主資本   
資本金 2,658,823 2,658,823 
資本剰余金 2,293,504 2,293,504 
利益剰余金 13,203,388 12,905,646 
自己株式 △772,971 △772,971 

株主資本合計 17,382,744 17,085,002 
評価・換算差額等   
その他有価証券評価差額金 △5,056 △29,512 

評価・換算差額等合計 △5,056 △29,512 

純資産合計 17,377,688 17,055,489 

負債純資産合計 24,426,002 25,679,539 
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(2)【四半期連結損益計算書】 
【第３四半期連結累計期間】 

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年12月31日) 

売上高 17,925,126 13,157,160 
売上原価 12,339,055 9,388,858 
売上総利益 5,586,071 3,768,301 
販売費及び一般管理費   
荷造運搬費 202,289 135,591 
貸倒引当金繰入額 7,695 2,950 
役員報酬 177,393 161,091 
人件費 1,098,964 1,009,137 
賞与引当金繰入額 94,384 83,629 
退職給付引当金繰入額 28,151 29,790 
旅費交通費及び通信費 197,011 160,705 
減価償却費 37,977 60,039 
のれん償却額 73,669 49,113 
研究開発費 476,780 394,585 
その他 457,166 415,640 
販売費及び一般管理費合計 2,851,483 2,502,274 

営業利益 2,734,587 1,266,026 
営業外収益   
受取利息及び配当金 5,218 5,815 
受取ロイヤリティー 24,516 23,661 
受取技術料 10,202 35,550 
補助金収入  58,463 
スクラップ売却益 26,791  
その他 20,804 33,733 
営業外収益合計 87,533 157,224 

営業外費用   
支払利息 16,481 18,775 
支払手数料 7,096 5,290 
その他 6,023 6,863 
営業外費用合計 29,601 30,929 

経常利益 2,792,519 1,392,321 
特別利益   
保険解約返戻金 － 23,922 

特別利益合計 － 23,922 

特別損失   
固定資産除売却損 72,832 9,540 
ゴルフ会員権評価損 4,305 － 
子会社工場建設中止損 29,049 － 

特別損失合計 106,187 9,540 

税金等調整前四半期純利益 2,686,331 1,406,702 
法人税、住民税及び事業税 935,004 312,531 
法人税等調整額 158,661 264,457 
法人税等合計 1,093,665 576,989 

四半期純利益 1,592,665 829,713 
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【第３四半期連結会計期間】 
（単位：千円）

前第３四半期連結会計期間 
(自 平成20年10月１日 
 至 平成20年12月31日) 

当第３四半期連結会計期間 
(自 平成21年10月１日 
 至 平成21年12月31日) 

売上高 5,887,684 4,912,110 
売上原価 4,093,043 3,235,614 
売上総利益 1,794,640 1,676,496 
販売費及び一般管理費   
荷造運搬費 64,432 48,254 
貸倒引当金繰入額 11,185 627 
役員報酬 62,613 51,349 
人件費 301,052 277,695 
賞与引当金繰入額 94,384 83,629 
退職給付引当金繰入額 9,431 9,930 
旅費交通費及び通信費 62,489 54,120 
減価償却費 12,658 20,037 
のれん償却額 24,556 － 
研究開発費 141,465 125,006 
その他 146,257 134,772 
販売費及び一般管理費合計 930,526 805,424 

営業利益 864,114 871,072 

営業外収益   
受取利息及び配当金 1,384 1,856 
受取ロイヤリティー 14,440 1,495 
受取技術料 1,321 27,668 
補助金収入  29,676 
スクラップ売却益 4,445  
その他 11,686 17,097 
営業外収益合計 33,277 77,794 

営業外費用   
支払利息 4,903 5,457 
支払手数料 2,331 1,134 
その他 3,255 133 
営業外費用合計 10,491 6,725 

経常利益 886,900 942,141 
特別損失   
固定資産除売却損 64,688 3,868 
ゴルフ会員権評価損 4,305 － 
子会社工場建設中止損 29,049 － 

特別損失合計 98,044 3,868 

税金等調整前四半期純利益 788,856 938,273 
法人税、住民税及び事業税 197,828 258,864 
法人税等調整額 130,018 71,521 
法人税等合計 327,847 330,385 

四半期純利益 461,009 607,888 
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 
（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年12月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   
税金等調整前四半期純利益 2,686,331 1,406,702 
減価償却費 1,726,403 1,467,262 
のれん償却額 73,669 49,113 
賞与引当金の増減額（△は減少） △272,401 △275,552 
退職給付引当金の増減額（△は減少） △144,275 △138,854 
受取利息及び受取配当金 △5,218 △5,815 
支払利息 16,481 18,775 
固定資産除売却損益（△は益） 72,832 9,540 
保険解約損益（△は益） － △23,922 
ゴルフ会員権評価損 4,305 － 
売上債権の増減額（△は増加） △1,211,041 △177,513 
たな卸資産の増減額（△は増加） 29,238 155,437 
仕入債務の増減額（△は減少） 650,153 △125,232 
未払費用の増減額（△は減少） 109,852 16,976 
その他 123,703 △47,769 

小計 3,860,035 2,329,148 
利息及び配当金の受取額 5,166 5,690 
利息の支払額 △18,197 △20,837 
法人税等の支払額 △1,457,581 △790,509 

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,389,422 1,523,492 
投資活動によるキャッシュ・フロー   
定期預金の預入による支出 － △500,000 
有形固定資産の取得による支出 △850,926 △754,173 
有形固定資産の売却による収入 1,000 1,109 
無形固定資産の取得による支出 △14,112 △10,567 
投資有価証券の取得による支出 △109,029 △2,835 
保険積立金の解約による収入 － 14,251 
その他 18,908 5,590 

投資活動によるキャッシュ・フロー △954,161 △1,246,625 

財務活動によるキャッシュ・フロー   
短期借入金の純増減額（△は減少） 900,000 △400,000 
長期借入金の返済による支出 △319,800 △469,800 
配当金の支払額 △695,195 △528,281 
自己株式の取得による支出 △389,922 － 
その他 △48,484 △96,377 

財務活動によるキャッシュ・フロー △553,403 △1,494,459 

現金及び現金同等物に係る換算差額 △20 △413 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 881,837 △1,218,005 

現金及び現金同等物の期首残高 2,539,888 4,077,569 
現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  3,421,725 ※  2,859,564 
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【表示方法の変更】 
  

 
  

 
  

【簡便な会計処理】 
  

 
  

当第３四半期連結累計期間 
(自  平成21年４月１日  至  平成21年12月31日)

(四半期連結損益計算書関係) 
前第３四半期連結累計期間において、営業外収益の「その他」に含めて表示しておりました「補助金収入」
は、営業外収益総額の100分の20を超えたため、当第３四半期連結累計期間では区分掲記することとしておりま
す。なお、前第３四半期連結累計期間の営業外収益の「その他」に含まれる「補助金収入」は460千円でありま
す。 
前第３四半期連結累計期間において、区分掲記しておりました営業外収益の「スクラップ売却益」(当第３四
半期連結累計期間7,186千円)は、営業外収益総額の100分の20以下となったため、当第３四半期連結累計期間に
おいて、営業外収益の「その他」に含めて表示しております。 

 

当第３四半期連結会計期間 
(自  平成21年10月１日  至  平成21年12月31日)

(四半期連結損益計算書関係) 
前第３四半期連結会計期間において、営業外収益の「その他」に含めて表示しておりました「補助金収入」
は、営業外収益総額の100分の20を超えたため、当第３四半期連結会計期間では区分掲記することとしておりま
す。なお、前第３四半期連結会計期間の営業外収益の「その他」に含まれる「補助金収入」は124千円でありま
す。 
前第３四半期連結会計期間において、区分掲記しておりました営業外収益の「スクラップ売却益」(当第３四
半期連結会計期間2,879千円)は、営業外収益総額の100分の20以下となったため、当第３四半期連結会計期間に
おいて、営業外収益の「その他」に含めて表示しております。 

 

当第３四半期連結累計期間 
(自  平成21年４月１日  至  平成21年12月31日)

１  棚卸資産の評価方法 
当第３四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略し、第２四半期連結会計期間末の
実地棚卸高を基礎として合理的な方法により算定する方法によっております。 

 

２  法人税等並びに繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法 
法人税等の納付税額の算定に関しては、加味する加減算項目や税額控除項目を重要なものに限定する方法に
よっております。 
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【注記事項】 

(四半期連結貸借対照表関係) 
  

 
  

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係) 
  

 
  

当第３四半期連結会計期間末 
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末 
(平成21年３月31日)

※１  有形固定資産の減価償却累計額 
13,628,496千円 

※１  有形固定資産の減価償却累計額 
12,311,767千円 

  
２  偶発債務 

連結子会社以外の会社の金融機関からの借入金
等に対して次のとおり債務保証を行っておりま
す。 
東華隆(広州)表面改質技術有限公司 

525,626千円 
(うち420,201千円は、31,153千人民元) 

２  偶発債務 
連結子会社以外の会社の金融機関からの借入金
等に対して次のとおり債務保証を行っておりま
す。 
東華隆(広州)表面改質技術有限公司 

580,799千円 
(うち441,999千円は、30,759千人民元) 

  
※３    四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理に

ついては、手形交換日をもって決済処理しており
ます。 
なお、当第３四半期連結会計期間末日が金融機
関の休日であったため、次の四半期連結会計期間
末日満期手形が、四半期連結会計期間末残高に含
まれております。 

 

受取手形 94,812千円 
支払手形 47,330千円 
流動負債の「その他」 
 (設備関係支払手形) 1,792千円 

 
──────────

  
※４    当社においては、運転資金の効率的な調達を行

うため取引銀行４行と貸出コミットメント契約を
締結しております。 
当第３四半期連結会計期間末における貸出コミ
ットメントに係る借入未実行残高等は次のとおり
であります。 

 

貸出コミットメントの総額 3,000,000千円 
借入実行残高 ― 千円 
差引額 3,000,000千円 

※４    当社においては、運転資金の効率的な調達を行
うため取引銀行４行と貸出コミットメント契約を
締結しております。 
当連結会計年度末における貸出コミットメント
に係る借入未実行残高等は次のとおりでありま
す。 

 

貸出コミットメントの総額 3,000,000千円 
借入実行残高 400,000千円 
差引額 2,600,000千円 

(自  平成20年４月１日 
至  平成20年12月31日) 

前第３四半期連結累計期間
(自  平成21年４月１日 
至  平成21年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間

※    現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結
貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

(平成20年12月31日現在) 

 

 

現金及び預金勘定 3,421,725千円
現金及び現金同等物 3,421,725千円
  

※    現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結
貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

(平成21年12月31日現在) 

 

 

現金及び預金勘定 3,359,564千円
預入期間が３か月を超える 
定期預金 

△ 500,000千円

現金及び現金同等物 2,859,564千円
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(株主資本等関係) 

当第３四半期連結会計期間末(平成21年12月31日)及び当第３四半期連結累計期間(自  平成21年４月１日 

 至  平成21年12月31日) 
  
１  発行済株式に関する事項 

 
  

２  自己株式に関する事項 

 
  

３  新株予約権等に関する事項 
  

該当事項はありません。 

  

４  配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

   
(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の

効力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの 
  

該当事項はありません。 

  

株式の種類 当第３四半期連結会計期間末

普通株式  (株) 15,800,000 

株式の種類 当第３四半期連結会計期間末

普通株式  (株) 600,819 

決議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額 
  （千円）

１株当たり 
  配当額(円) 基準日 効力発生日

平成21年６月23日 
定時株主総会 普通株式 利益剰余金 341,981 22.5 平成21年３月31日 平成21年６月24日

平成21年10月30日 
取締役会 普通株式 利益剰余金 189,989 12.5 平成21年９月30日 平成21年12月４日
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(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 
  
前第３四半期連結会計期間(自  平成20年10月１日  至  平成20年12月31日)及び当第３四半期連結会計
期間(自  平成21年10月１日  至  平成21年12月31日)並びに前第３四半期連結累計期間(自  平成20年
４月１日  至  平成20年12月31日)及び当第３四半期連結累計期間(自  平成21年４月１日  至  平成21
年12月31日) 

  
当社グループは、表面改質加工事業以外の事業には従事しておらず、単一セグメントのため、該当
事項はありません。 

  

【所在地別セグメント情報】 
  
前第３四半期連結会計期間(自  平成20年10月１日  至  平成20年12月31日)及び当第３四半期連結会計
期間(自  平成21年10月１日  至  平成21年12月31日)並びに前第３四半期連結累計期間(自  平成20年
４月１日  至  平成20年12月31日)及び当第３四半期連結累計期間(自  平成21年４月１日  至  平成21
年12月31日) 

  
本邦以外の国又は地域に所在する連結会社がないため、該当事項はありません。 

  

【海外売上高】 
  
前第３四半期連結会計期間(自  平成20年10月１日  至  平成20年12月31日)及び当第３四半期連結会計
期間(自  平成21年10月１日  至  平成21年12月31日)並びに前第３四半期連結累計期間(自  平成20年
４月１日  至  平成20年12月31日)及び当第３四半期連結累計期間(自  平成21年４月１日  至  平成21
年12月31日) 

  
海外売上高が連結売上高の10％未満であるため、記載を省略しております。 

  

(１株当たり情報) 

１  １株当たり純資産額 

   
(注)  １株当たり純資産額の算定上の基礎 

 
  

当第３四半期連結会計期間末 
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末 
(平成21年３月31日)

 

 

１株当たり純資産額 1,143.33円
  

 

１株当たり純資産額 1,122.13円
 

項目 当第３四半期連結会計期間末 
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末 
(平成21年３月31日)

純資産の部の合計額(千円) 17,377,688 17,055,489 

普通株式に係る純資産額(千円) 17,377,688 17,055,489 

普通株式の発行済株式数(株) 15,800,000 15,800,000 

普通株式の自己株式数(株) 600,819 600,819 

１株当たり純資産額の算定に用いられた 
普通株式の数(株) 15,199,181 15,199,181 
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２  １株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 
  
第３四半期連結累計期間 

   
(注)  １株当たり四半期純利益の算定上の基礎 

   
第３四半期連結会計期間 

   
(注)  １株当たり四半期純利益の算定上の基礎 

 
  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

  
第59期(平成21年４月１日から平成22年３月31日まで)中間配当につきましては、平成21年10月30日開
催の取締役会において、平成21年９月30日の最終の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中間
配当を行うことを決議し、配当を行っております。 

  

 

(自  平成20年４月１日 
至  平成20年12月31日) 

前第３四半期連結累計期間
(自  平成21年４月１日 
至  平成21年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益につい
ては、潜在株式がないため記載しておりません。 

 

１株当たり四半期純利益 102.82円
 

 

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益につい
ては、潜在株式がないため記載しておりません。 

１株当たり四半期純利益 54.59円

項目 (自  平成20年４月１日 
至  平成20年12月31日) 

前第３四半期連結累計期間
(自  平成21年４月１日 
至  平成21年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(千円) 1,592,665 829,713 

普通株式に係る四半期純利益(千円) 1,592,665 829,713 

普通株主に帰属しない金額(千円) ─ ─ 

普通株式の期中平均株式数(株) 15,490,016 15,199,181 

(自  平成20年10月１日 
至  平成20年12月31日) 

前第３四半期連結会計期間
(自  平成21年10月１日 
至  平成21年12月31日) 

当第３四半期連結会計期間

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益につい
ては、潜在株式がないため記載しておりません。 

 

１株当たり四半期純利益 29.90円
 

 

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益につい
ては、潜在株式がないため記載しておりません。 

１株当たり四半期純利益 39.99円

項目 (自  平成20年10月１日 
至  平成20年12月31日) 

前第３四半期連結会計期間
(自  平成21年10月１日 
至  平成21年12月31日) 

当第３四半期連結会計期間

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(千円) 461,009 607,888 

普通株式に係る四半期純利益(千円) 461,009 607,888 

普通株主に帰属しない金額(千円) ─ ─ 

普通株式の期中平均株式数(株) 15,417,363 15,199,181 

２ 【その他】

①  配当金の総額 189,989千円 

②  １株当たりの金額 12円50銭 

③  支払請求権の効力発生日及び支払開始日 平成21年12月４日 
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】 

該当事項はありません。 
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平成２１年２月１３日

ト ー カ ロ 株 式 会 社  

取 締 役 会  御 中  

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている
トーカロ株式会社の平成２０年４月１日から平成２１年３月３１日までの連結会計年度の第３四半期連結会
計期間（平成２０年１０月１日から平成２０年１２月３１日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成２０
年４月１日から平成２０年１２月３１日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照
表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。こ
の四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表
に対する結論を表明することにある。 
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビ
ューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し
て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公
正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行
われた。 
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公
正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、トーカロ株式会社及び連結子会社の平成２
０年１２月３１日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計
期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じ
させる事項がすべての重要な点において認められなかった。 
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 
  

以  上 

  

   

独立監査人の四半期レビュー報告書

新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員 
業 務 執 行 社 員  公認会計士    青  山    裕  治 

指定有限責任社員 
業 務 執 行 社 員  公認会計士    福  本    千  人 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期
報告書提出会社）が別途保管しております。 

２  四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。 
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平成２２年２月１２日

ト ー カ ロ 株 式 会 社  

取 締 役 会  御 中  

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている
トーカロ株式会社の平成２１年４月１日から平成２２年３月３１日までの連結会計年度の第３四半期連結会
計期間（平成２１年１０月１日から平成２１年１２月３１日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成２１
年４月１日から平成２１年１２月３１日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照
表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。こ
の四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表
に対する結論を表明することにある。 
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビ
ューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し
て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公
正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行
われた。 
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公
正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、トーカロ株式会社及び連結子会社の平成２
１年１２月３１日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計
期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じ
させる事項がすべての重要な点において認められなかった。 
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 
  

以  上 

  

   
  

独立監査人の四半期レビュー報告書

新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員 
業 務 執 行 社 員  公認会計士    青  山    裕  治 

指定有限責任社員 
業 務 執 行 社 員  公認会計士    福  本    千  人 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期
報告書提出会社）が別途保管しております。 

２  四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。 
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